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 令和８年度焼津市事業承継支援事業補助金交付要綱を次のように定める。 

 

  令和８年８月19日 

                        焼津市長 中野 弘道 

  

  令和８年度焼津市事業承継支援事業補助金交付要綱 

（趣旨） 

第１条 市長は、後継者が不在の市内中小企業者等による円滑な事業承継の推進を支

援することにより、それが有する技術及びサービス並びに雇用の喪失を防止し、地

域産業の振興及び発展を図るため、事業承継支援事業を実施する事業者に対して、

予算の範囲内で補助金を交付するものとし、その交付に関しては、焼津市補助金等

交付規則（昭和60年焼津市規則第１号。以下「規則」という。）及びこの要綱の定め

るところによる。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めると

ころによる。 

(1) 市内中小企業者等 中小企業基本法（昭和38年法律第154号）第２条第１項に

規定する中小企業者である会社であって、次のいずれにも該当するものをいう。 

ア 市内に事業所（事務所、店舗等を含む。）を有すること。 

イ 市税の滞納がないこと。 

ウ 第４条の規定に基づく交付申請の日現在、当該会社の成立の日から30年を  

経過したものであること。 

エ 事業を営む役員のいずれもが、暴力団員による不当な行為の防止等に関す 

る法律（平成３年法律第77号）第２条第２号に規定する暴力団及び同条第６ 

号に規定する暴力団員並びにこれらの者に準ずる反社会的団体及びその構成 

員でないこと。 

オ 政治団体又は宗教上の組織若しくは団体でないこと。 

カ 市長がこの要綱に基づく補助が適当でないと認めたものでないこと。 

(2) 事業承継事業 市内中小企業者等の経営者が行う次に掲げる事業をいう。 

ア 市内中小企業者等が有する既存の経営資源を活用することを目的として、 

当該中小企業者等又はその事業の経営権を移転する取引を行う事業 

イ 経営者の親族又は当該中小企業者等の役員（業務を執行する社員、取締役 

又はこれに準ずる者をいう。）、使用人その他の従業員若しくは構成員又は第 

三者に当該市内中小企業者等の事業を引き継ぐ事業（アに掲げる事業を除く。） 

  (3) 商工団体 商工会議所法（昭和28年法律第143号）に規定する商工会議所及び 

商工会法（昭和35年法律第89号）に規定する商工会をいう。 



（補助対象事業等） 

第３条 補助対象事業は、事業承継事業とする。 

２ 補助対象経費は、令和８年４月１日以降に生じた事業承継事業に要する経費のう

ち、別表に掲げるものとし、クレジットカードの使用その他のキャッシュレスの手

段により支払い、当該支払を行った者に特典が付与された場合又は補助対象経費の

支払を現金で行い、当該支払を行った者に特典が付与された場合は、その支払をし

た経費は、補助の対象としない。ただし、当該支払経費に付与された特典を現金に

換算することができる場合は、換算した金額に相当する額を当該支払経費から減額

し、減額した残額に限り、補助の対象とすることができる。 

３ 補助額は、前項に規定する補助対象経費の３分の２以内の額（当該額に 1,000円

未満の端数が生じたときは、これを切り捨てた額）とし、200万円を限度とする。た

だし、水産加工業に係る事業承継事業にあっては、300万円を限度とする。 

４ 補助金の交付は、１事業者につき１回限りとする。 

（交付申請） 

第４条 補助金の交付を受けようとする事業者（以下「申請者」という。）は、焼津市

事業承継支援事業補助金交付申請書（第１号様式）に、次に掲げる書類を添えて、

市長に提出しなければならない。 

(1) 事業計画書（第２号様式） 

(2) 収支予算書（第３号様式） 

(3) 誓約書（第４号様式）  

(4) 補助対象経費に係る見積書又はその写し 

(5) 登記事項証明書 

(6) 事業承継確認書（申請者が実施する事業承継事業に対し、商工団体その他の事 

業承継事業に係る当事者以外の者が支援、関与等していることが確認できる書類 

及びこれに相当するものと市長が認める書類をいう。以下同じ。） 

(7) その他市長が必要と認める書類 

２ 前項の規定にかかわらず、補助金の交付を申請する時点で事業承継事業を完了し

ている申請者については、焼津市事業承継支援事業補助金交付申請書に次に掲げる

書類を添えて、市長に提出しなければならない。 

(1) 事業実施報告書（第２号様式） 

(2) 収支決算書（第３号様式） 

(3) 誓約書（第４号様式）  

(4) 補助対象経費に係る領収書等の写し 

(5) 登記事項証明書 

(6) 事業承継確認書 

(7) その他市長が必要と認める書類 

（交付決定） 

第５条 市長は、前条に規定する申請書の提出があったときは、その内容を審査し、



補助金の交付の可否を決定するものとする。 

２ 市長は、前項の規定により補助金の交付を決定したときは焼津市事業承継支援事

業補助金交付決定通知書（第５号様式）により、不交付を決定したときは焼津市事

業承継支援事業補助金不交付決定通知書（第６号様式）により申請者に通知するも

のとする。 

３ 市長は、前項の交付決定に際し、次のとおり条件を付すものとする。 

(1) 事業内容の変更を行う場合において、次に該当するときは、市長の承認を受け

ること。 

ア 補助対象経費の20パーセントを超える増減 

イ 事業の実施箇所や事業内容の重要な変更 

(2) 事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業の遂行が困難となった場

合は、速やかに市長に報告し、その指示を受けること。 

(3) この補助金に係る収入及び支出を明らかにした預金通帳、金銭（預金）出納簿

等の帳簿、契約書、領収書等の証拠書類は、補助事業の完了した日の属する年度

の翌年度から起算して５年間整備保管すること。 

(4) この補助事業により取得し、又は効用の増加した財産（不動産及びその従属物

を含む。）を、補助金の交付目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、処

分し、又は担保の用に供す場合は、あらかじめ市長と協議しなければならない。 

(5) 国又は他の地方公共団体による他の補助制度と重複して補助金の交付を受け

てはならないこと。 

(6) その他規則及びこの要綱の定めに従うこと。 

（申請時効の変更） 

第６条 補助事業者は、補助金の交付申請事項を変更し、中止し、又は廃止しようと

するときは、速やかに焼津市事業承継支援事業補助金変更（中止・廃止）等承認申

請書（第７号様式）に市長が必要と認める書類を添えて、市長に提出しなければな

らない。 

２ 市長は、前項の規定による申請書の提出があったときは、その内容を審査し、適

当と認めたときは、その旨を焼津市事業承継支援事業補助金変更（中止・廃止）等

承認通知書（第８号様式）により補助事業者に通知するものとする。 

（報告及び検査） 

第７条 市長は、必要があると認めるときは、補助事業者に対し、事業の施行につい

て報告を求め、又は市長の命じた職員をして事業の状況及び書類、帳簿その他必要

な物件を実地検査させることができる。 

（実績報告） 

第８条 第４条第１項の規定により交付申請した補助事業者にあっては事業の完了

の日又は中止若しくは廃止の承認を受けた日から起算して30日を経過した日又は

令和９年３月５日のいずれか早い日までに、第４条第２項の規定により交付申請し

た補助事業者にあっては焼津市事業承継支援事業補助金交付決定通知書を受領し



た日又は中止若しくは廃止の承認を受けた日から起算して30日を経過した日又は

令和９年３月５日のいずれか早い日までに、焼津市事業承継支援事業補助金実績報

告書（第９号様式）に次の各号に掲げる書類（交付申請時に提出したものを除く。）

を添えて、市長に提出しなければならない。 

 (1) 収支決算書（第３号様式） 

 (2) 補助対象経費に係る領収書等の写し 

 (3) 補助対象事業の実施過程が確認できる資料（書類、写真等） 

（補助金額の確定） 

第９条 市長は、前条の規定による実績報告書を受理したときは、速やかにその内容

を審査し、適当と認めたときは、交付すべき補助金の額を確定し、焼津市事業承継

支援事業補助金交付額確定通知書（第10号様式）により補助事業者に通知するもの

とする。 

（補助金の交付） 

第10条 前条の規定により確定通知を受けた補助事業者は、補助金の交付を受けよう

とするときは、焼津市事業承継支援事業補助金交付請求書（第11号様式）を市長に

提出しなければならない。 

２ 市長は、前項の規定による請求があったときは、速やかに補助金を交付するもの

とする。 

（交付決定の取消し等） 

第11条 市長は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当すると認めたときは、補助

金の交付決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

(1) この要綱に違反したとき。 

(2) 第５条第３項に規定する補助金交付の条件に違反したとき。 

(3) 偽りその他不正な行為により補助金の交付の決定を受けたとき。 

(4) その他市長がこの要綱に基づく補助対象者として適切でないと認めたとき。 

２ 市長は、前項の規定により補助金の交付決定の全部又は一部を取り消した場合に

おいて、既に交付した補助金があるときは、その全部又は一部の返還を命ずること

ができる。 

（その他） 

第12条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この告示は、公示の日から施行し、令和８年度分の補助金に適用する。 

 
  



別表 

補助対象経費 内容 

事業承継を契機とした設備投資に 

係る経費 

事業承継を契機とし、市内中小企業者等が負

担する次に掲げる経費とする。ただし、新規設

備の導入に伴う既存設備の解体、処分又は廃

棄に係る経費は、補助の対象としない。 

１ 機械又は装置の購入に要する経費 

２ 器具又は備品の購入に要する経費 

３ 機械又は装置の輸送に要する経費 

４ 機械又は装置の設置に要する経費 

５ 内装・外装工事に伴う既存設備の改修に

要する経費 

事業承継の戦略策定に係る経費 

初期診断、課題分析、コンサルティング、事業

承継計画の作成及び企業価値の算出に係る経

費とする。 

事業承継を契機とし、又は事業承継

を目的として従業員の雇用を維持

する経費 

事業承継を契機とし、又は事業承継を目的と

して既存事業を継続発展・多角化させるため

に雇用することが必要な従業員に対し支払う

給料、報酬等の人件費（各種手当に相当する額

を除き、30 万円を上限とする。）とする。ただ

し、雇用する従業員が、事業承継事業を行う経

営者の１親等以内の親族である場合は、補助

の対象としない。 

 

 


